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研究大学における教員の雇用状況に関する調査 

 

確定版 
 

文部科学省科学技術・学術政策局人材政策課及び科学技術・学術政策研究所は、我が

国の研究活動を牽引する主要な研究大学として、学術研究懇談会（RU11）を構成する 11 大

学※1及び国立大学法人運営費交付金の重点支援③にあたる 16 大学※2の何れかに該当す

る 18 大学において教育研究活動に従事する常勤の教員を対象に、平成 25 年度と令和元年

度における雇用状況について調査を実施しました。今回の調査では、18 大学の無期雇用

（任期無し）と有期雇用（任期付き）の状況、教員の年齢構成、任期付き教員の任期の状況、

特任教員の給料月額の状況等について明らかにしました。 
 

 

○ 調査対象である 18 大学で雇用されている常勤教員の総数は、平成 25 年度 36,737 人、令

和元年度 37,255 人であった。 

 

○ 上記のうち、任期無し教員は、平成 25 年度 22,829 人（62.1%）、令和元年度 22,506 人

（60.4%）であり、323 人の減（1.7 ポイント減少）であった。一方、任期付き教員は、平成 25 年

度 13,492 人（36.7%）、令和元年度 13,542 人（36.3%）と 50 人増（0.4 ポイント減少）であった。

特に、テニュアトラック教員は、平成 25 年度 416 人（1.1%）から令和元年度 1,207 人（3.2%）

へと約 3 倍増であった。これは、テニュアトラック制※3 の導入・定着が進んだためと考えられ

る。 

 

○ 39 歳以下を「若手教員」、40 歳以上 59 歳以下を「中堅教員」、60 歳以上 65 歳以下を「シニ

ア教員」と区分し、職位構成別で、平成 25 年度から令和元年度の間の変化をみた。若手教

員は、平成 25 年度 10,566 人、令和元年度 9,256 人であり、1,310 人の減。一方、中堅教員

は、平成 25 年度 21,783 人、令和元年度 22,669 人と 886 人の増、シニア教員は、平成 25

年度 4,388 人、令和元年度 5,330 人と 942 人の増であった。若手教員数の減、中堅教員及

                                                   
1 北海道大学、東北大学、筑波大学、東京大学、東京工業大学、名古屋大学、京都大学、大阪大学、九州大学、

早稲田大学、慶応義塾大学 
2 北海道大学、東北大学、筑波大学、千葉大学、東京大学、東京農工大学、東京工業大学、一橋大学、金沢大

学、名古屋大学、京都大学、大阪大学、神戸大学、岡山大学、広島大学、九州大学 
3 優秀な教員・研究者が、一定の期間任期付きという競争的環境を経て、公正で透明性の高い審査に合格するこ

とで、任期のない安定的な職（テニュア）を得られる制度。 
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びシニア教員数の増が認められた。 

 

○ 任期付き教員の割合は、若手、中堅、シニアの全ての区分で増加しており、若手教員にお

いては、平成 25 年度 62.6％、令和元年度 63.0%（0.4 ポイント増加）、中堅教員においては、

平成 25 年度 27.7％、令和元年度 28.9%（1.2 ポイント増加）、シニア教員においては、平成

25 年度 19.3％、令和元年度 21.7％（2.4 ポイント増加）であった。 

 

○ 職位別に年齢構成をみると、任期無し教授においては、シニア教員が増加（444 人増）する

一方で、中堅教員が減少（537 人減）し、任期無し准教授及び任期付き助教においては、中

堅教員が増加（各 513 人増、219 人増）する一方で、若手教員が減少（各 383 人減、472 人

減）するなど、多くの職位で人数構成の高年齢層へのシフトが認められた。 

 

○ 教員の任期の有無と年齢別雇用財源をみると、基盤的経費で雇用されている任期無し教

員は、35 歳から 39 歳の減少（380 人減）が最も大きく、次に 40 歳から 44 歳の減少（162 人

減）が続いた。一方、55 歳から 59 歳の増加（411 人増）が最も大きく、次いで 60 歳から 64

歳の増加（408 人増）が続いた。基盤的経費で雇用されている任期付き教員は、35 歳から

39 歳の減少（291 人減）が最も大きかった。一方、45 歳から 49 歳の増加（132 人増）が最も

大きく、次いで65歳以上の増加（126人増）が続いた。また、競争的資金等の外部資金で雇

用されている任期付き教員は、35 歳から 39 歳の減少（173 人減）が最も大きく、外部資金を

含めても若手教員のポストは減っていた。これは、基盤的経費と外部資金のいずれの財源

においても、人数構成の高年齢層へのシフトが影響しているためと考えられる。 

 

○ 分野別、任期の有無別に教員数をみると、任期付き教員数が最も多いのは、保健分野で、

平成 25 年度 6,621 人、令和元年度 6,329 人であった。また、任期付き教員数が任期無し教

員数を上回っていたのは、保健分野のみであった。 

 

○ 任期付き教員（テニュアトラック教員を含む）の任期をみると、平成 25 年度及び令和元年度

とも、5 年以上 6 年未満が最も多く、それぞれ 3,574 人（25.7％）、4,279 人（29.0％）となって

いた。次に 1 年が多く、それぞれ 2,788 人（20.0％）、3,147 人（21.3％）続いて、3 年以上 4 年

未満が、それぞれ 1,899 人（13.7％）、2,026 人（13.7％）であった。 

 

○ 契約可能な最長期間※4 をみると、平成 25 年度及び令和元年度ともに 10 年以上が最も多く、

それぞれ 5,555 人（39.9％）、6,627 人（44.9％）となった。次に 5 年以上 6 年未満が、それぞ

れ 3,915 人（28.1％）、3,098 人（21.0％）、続いて 9 年以上 10 年未満が、それぞれ 752 人

(5.4％)、1,207 人(8.2％)であった。 
                                                   
4 労働契約法の関係規定を踏まえ、最初の有期労働契約を結んだ日から、仮に有期契約労働契約を繰り返し更

新した場合の最終日までの期間。 
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○ 令和元年度の特任教員の職位別給料月額における最多層は、特任教授（平均年齢 59.2

歳）及び特任准教授（同 45.5 歳）は「65 万円以上」、特任講師（同 42.3 歳）は「50 万円以上

55 万円未満」、特任助教（同 37.7 歳）は「40 万円以上 45 万未満」、特任助手（同 38.1 歳）

は「45 万円以上 50 万円未満」であった。 

 

○ 平成 25 年 10 月 1 日時点と令和元年 10 月 1 日時点の職に変更がなかった任期無し教員

においては、若手教員は 560 人（16.4％）、中堅教員 9,500 人（58.9％）、シニア教員 3,509

人（84.1％）となった。任期付き教員においては、若手教員では、323 人（5.5％）、中堅教員

は 1,887 人(28.8％)、シニア教員は 486 人（42.0％）となった。 

 

○ また、任期無し教員は、他大学から雇用される割合が高く、若手教員 1,089 人(31.8％)、中

堅教員 2,350 人(14.6％)、シニア教員 206 人(4.9％)であった。任期付き教員は自大学から雇

用される教員は、若手教員 1，939 人(33.2％)、中堅教員 1,815 人(27.7％)、シニア教員 218

人（18.8％）であった。若手教員については、自大学に任期付き教員として残り、他大学へ

任期無し教員として異動する傾向がみられた。 

 

＊ 令和 2 年 8 月 28 日に速報版を公表済であり、その一部の数値について確定値に更新し

ている。 

 
 

<本件問い合わせ>  

文部科学省科学技術・学術政策局人材政策課 

担当：三輪、新井 

〒100-8959 東京都千代田区霞が関 3-2-2 

TEL：03-6734-4051（直通） FAX：03-6734-4022 

E-mail：jinzai@mext.go.jp 

 

文部科学省 科学技術・学術政策研究所 

担当：星野、治部 

TEL：03-3581-2395 （直通） FAX：03-3503-3996 

E-mail：yukikoyo@nistep.go.jp 
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1. 調査の目的・方法等 

 

1-1 調査の目的 

 

本調査は、学術研究懇談会（RU11）を構成する大学（北海道大学、東北大学、筑波大学、東

京大学、東京工業大学、名古屋大学、京都大学、大阪大学、九州大学、早稲田大学、慶応義塾

大学）、又は、国立大学法人運営費交付金の重点支援③※5にあたる大学（北海道大学、東北大

学、筑波大学、千葉大学、東京大学、東京農工大学、東京工業大学、一橋大学、金沢大学、名

古屋大学、京都大学、大阪大学、神戸大学、岡山大学、広島大学、九州大学）において教育研

究活動に従事している教員のうち、無期雇用（任期なし）と有期雇用（任期あり）の教員の年齢

構成や任期の状況等の把握を目的とする。 

文部科学省では、科学技術イノベーションの重要な担い手となる若手・女性・外国人研究者を

含む多様な研究人材の育成・確保を図るため、様々な施策を推進している。これまで、その一環

として「ポストドクター等の雇用・進路に関する調査」を実施し、ポストドクター等を取り巻く課題に

ついて分析を行ってきた。近年では、大学において従来のポストドクター等に代わり、研究プロ

ジェクト推進のための競争的資金等を雇用財源とする、いわゆる特任教員（特に特任助教）とし

て若手研究者を雇用するケースが増えている。 

このたび、次期科学技術基本計画の策定に向けて、若手研究者を取り巻く環境をより詳細に

把握し、今後の政策立案に資することを目的として、我が国の研究活動を牽引する主要な研究

大学として、RU11を構成する大学、又は、国立大学法人運営費交付金の重点支援③にあたる

大学において教育研究活動に従事する教員を対象に、「研究大学における教員の雇用状況に

関する調査」を実施した。 

 

1-2 調査対象と実施方法 

 

調査対象大学は、我が国の研究活動を牽引する主要な研究大学として、RU11を構成する大

学、又は、国立大学法人運営費交付金の重点支援③にあたる大学（北海道大学、東北大学、

筑波大学、千葉大学、東京大学、東京農工大学、東京工業大学、一橋大学、金沢大学、名古屋

大学、京都大学、大阪大学、神戸大学、岡山大学、広島大学、九州大学、早稲田大学、慶応義

塾大学の計18大学）とし、以下の二時点においてこれらの大学と雇用関係のある教員を調査対

象とした。 

 

● 平成25年10月1日時点に当該大学に所属していた全ての教員 

● 令和元年10月1日時点に当該大学に所属していた全ての教員 

 
                                                   
5 主として、卓越した成果を創出している海外大学と伍して、全学的に世界で卓越した教育研究、社会実装を推進

する取組を第 3 期の機能強化の中核とする国立大学法人。 
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本調査における「教員」とは、当該大学と雇用関係にある常勤教員（本務教員）であり、「教

授」、「准教授」、「講師」、「助教」、「助手」の肩書き（及びそれに準じる肩書き）を有する者とし、

これには競争的資金等の外部資金で雇用されている「特定有期雇用」等の特任教員も含むもの

とする。大学により「特命」、「特定」、「特別」等、特定有期雇用教員に対して付与する称号が異

なる場合についても、本調査においては総じて「特任」として扱うものとする。上記肩書きを有し

ないURAやポストドクター、日常的な勤務を要しない名誉職、兼務教員は調査の対象には含め

ていない。 

調査の実施に当たっては、各大学の担当部局宛に調査票等のデジタルデータを収録した電

子媒体を郵送し、担当者の記入後に電子メールによる返送を依頼した。 

 

1-3 調査項目 

 

● 基本情報（2.性別、3.生年、4.国籍、5.専門分野） 

● 雇用状況（6.職名、7.主な雇用財源、8.任期の有無、9.テニュアトラック、10.任期の長さ、 

11.契約可能な最長期間、12.給料月額※１、13.前職※２） 

※１ 12.「給料月額」については、令和元年10月1日時点に所属した特任教員を調査の対象とす

る。 

※２ 13.「前職」については、令和元年 10 月 1 日時点に所属した教員を調査の対象とする。 

 

 

1-4 調査期間 

 

調査票発送日：令和 2 年 1 月 31 日 

調査票締切日：令和 2 年 3 月 16 日 
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2．調査結果 

 

調査対象である 18 大学全てより回答が得られた。本調査における調査対象者（18 大学に所

属していた教員の合計）は、平成 25 年度が 36,737 人（うち、男性 31,494 人、女性 5,243 人）、

令和元年度が 37,255 人（うち、男性 30,809 人、女性 6,446 人）であった。 

 

2-1 18 大学における任期付き、任期無し、テニュアトラック教員数の推移：図 1 

 

18 大学における教員のうち、任期無し教員は、平成 25 年度 22,829 人（62.1%）、令和元年度

22,506 人（60.4%）であり、323 人の減（1.7 ポイント減少）であった。一方、任期付き教員は、平成

25 年度 13,492 人（36.7％）、令和元年度 13,542 人（36.3％）、50 人の増（0.4 ポイント減少）であ

った。特に、テニュアトラック教員は平成 25 年度 416 人（1.1％）、令和元年度 1,207 人（3.2％）、

791 人の増（2.1 ポイント増加）であった。 

 

図 1  18 大学における任期付き、任期無し、テニュアトラック教員数の推移 
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2-2 18 大学の教員における任期の有無と年齢別職位構成：図 2、表 1、図 3-1、図 3-2、図 3-3 

 

39 歳以下を「若手教員」、40 歳以上 59 歳以下を「中堅教員」、60 歳以上 65 歳以下を「シニア

教員」と区分し、職位構成別で、平成 25 年度から令和元年度の間の変化をみた。若手教員は、

平成 25 年度 10,566 人、令和元年度 9,256 人であり、1,310 人の減。一方、中堅教員は、平成

25 年度 21,783 人、令和元年度 22,669 人と 886 人の増、シニア教員は、平成 25 年度 4,388 人、

令和元年度 5,330 人と 942 人の増であった。若手教員数の減、中堅教員及びシニア教員数の

増が認められた。任期付き教員の割合は、若手、中堅、シニアの全ての区分で増加しており、

若手教員においては、平成 25 年度 62.6％、令和元年度 63.0%（0.4 ポイント増加）、中堅教員に

おいては、平成 25 年度 27.7％、令和元年度 28.9%（1.2 ポイント増加）、シニア教員においては、

平成 25 年度 19.3％、令和元年度 21.7％（2.4 ポイント増加）であった。 

職位別に年齢構成をみると、任期無し教授においては、シニア教員が増加（444 人増）する一

方で、中堅教員が減少（537 人減）し、任期無し准教授及び任期付き助教においては、中堅教

員が増加（各 513 人増、219 人増）する一方で、若手教員が減少（各 383 人減、472 人減）する

など、多くの職位で人数構成の高年齢層へのシフトが認められた。 

 

図 2 18 大学の教員における任期の有無と年齢階層別職位構成 
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表 1 18 の教員における任期の有無と年齢階層別職位別教員数 

 

 

図 3-1 18 大学における年齢階層別・職位別員数分布(任期付き) 
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図 3-2 18 大学における年齢階層別・職位別員数分布(任期付き) 

 

 
図 3-3 18 大学における年齢階層別・職位別員数分布(任期無し) 
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2-3 18 大学の教員における任期の有無と年齢別雇用財源：図 4、表 2 

 

教員の任期の有無と年齢別雇用財源をみると、基盤的経費で雇用されている任期無し教員

は、35 歳から 39 歳の減少（380 人減）が最も大きく、次に 40 歳から 44 歳の減少（162 人減）が

続いた。一方、55 歳から 59 歳の増加（411 人増）が最も大きく、次いで 60 歳から 64 歳の増加

（408 人増）が続いた。基盤的経費で雇用されている任期付き教員は、35 歳から 39 歳の減少

（291 人減）が最も大きかった。一方、45 歳から 49 歳の増加（132 人増）が最も大きく、次いで 65

歳以上の増加（126 人増）が続いた。また、競争的資金等の外部資金で雇用されている任期付

き教員は、35 歳から 39 歳の減少（173 人減）が最も大きく、外部資金を含めても若手教員のポ

ストは減っていた。これは、基盤的経費と外部資金のいずれの財源においても、人数構成の高

年齢層へのシフトが影響しているためと考えられる。 

 

図 4 18 大学 の教員における任期の有無、年齢階層別雇用財源内訳 
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表 2 18 大学の教員における任期の有無による年齢別雇用財源 

基盤的経費等 競争的資金等
の外部資金

フェローシップ その他 基盤的経費等 競争的資金等
の外部資金

フェローシップ その他

～24歳 7 1 0 2 0 0 0 0

25～29歳 417 141 0 21 171 0 0 0

30～34歳 1,722 726 0 56 1,157 1 0 0

35～39歳 2,501 945 0 75 2,617 6 0 0

40～44歳 1,950 726 0 69 3,809 1 0 0

45～49歳 1,125 363 0 42 4,082 5 0 0

50～54歳 697 223 0 40 4,189 2 0 0

55～59歳 605 161 0 30 3,663 1 0 0

60～64歳 487 117 0 20 3,138 2 0 0

65歳～ 110 100 0 13 401 0 0 0

～24歳 3 1 0 0 0 0 0 0

25～29歳 419 151 0 6 123 3 0 0

30～34歳 1,645 564 0 19 1,036 9 0 0

35～39歳 2,210 772 0 43 2,237 15 0 0

40～44歳 2,065 709 3 45 3,647 9 0 0

45～49歳 1,257 547 0 40 4,255 3 0 0

50～54歳 713 290 0 19 4,124 1 0 0

55～59歳 635 216 0 13 4,074 4 0 0

60～64歳 573 192 0 12 3,546 2 0 0

65歳～ 236 138 0 6 625 0 0 0

平成25年度
(n=36,737)

令和元年度
(n=37,255)

任期付き 任期無し
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2-4 18 大学の教員における分野別の任期付き教員の割合:図 5 

 

 分野別、任期の有無別に教員数をみると、任期付き教員数が最も多いのは、保健分野で、平

成 25 年度 6,621 人、令和元年度 6,329 人であった。また、任期付き教員数が任期無し教員数を

上回ったのは、保健分野のみであった。 

 
図 5 18 大学の教員における分野別任期付き教員の割合 
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2-5 教員における任期の長さ、契約可能な最長期間：図 6、図 7 

 

任期付き教員（テニュアトラック教員を含む）の任期の長さをみると、平成 25 年度及び令和元

年度ともに 5 年以上 6 年未満が最も多く、それぞれ 3,574 人（25.7％）、4,279 人（29.0％）となっ

ていた。次に 1 年が多く、それぞれ 2,788 人（20.0％）、3,147 人（21.3％）と続いて、3 年以上 4 年

未満が、それぞれ 1,899 人（13.7％）、2,026 人（13.7％）であった。 

 

図 6 18 大学における任期付き教員の任期の長さ 
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18 大学の教員における契約可能な最長期間をみると、 平成 25 年度及び令和元年度ともに

10 年以上が最も多く、それぞれ 5,555 人（39.9％）、6,627 人（44.9％）となった。次に 5 年以上 6

年未満が、それぞれ 3,915 人（28.1％）、3,098 人（21.0％）、続いて 9 年以上 10 年未満が、それ

ぞれ 752 人(5.4％)、1,207 人(8.2％)であった。 

 

図 7 18 大学における任期付き教員の契約可能な最長期間 
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2-6 18 大学の特任教員における給料月額：図 8 

 

令和元年度の 18 大学における特任教員の職位別給料月額における最多層は、特任教授

（平均年齢 59.2 歳）及び特任准教授（同 45.5 歳）は「65 万円以上」特任講師（同 42.3 歳）は、「50

万円以上 55 万円未満」、特任助教（同 37.7 歳）は「40 万円以上 45 万未満」、特任助手（同 38.1

歳）は「45 万円以上 55 万円未満」であった。 

 

 図 8 令和元年度の 18 大学におけると特任教員の職位別給与の内訳 
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2-7 18 大学における教員の流動性：図 9、表 3 

 

平成 25 年 10 月 1 日時点と令和元年 10 月 1 日時点の職に変更がなかった任期無し教員に

おいては、若手教員は 560 人（16.4％）、中堅教員 9,500 人（58.9％）、シニア教員 3,509 人

（84.1％）となった。任期付き教員においては、若手教員では、323 人（5.5％）、中堅教員は 1,887

人(28.8％)、シニア教員は 486 人（42.0％）となった。 

また、任期無し教員は、他大学から雇用される割合が高く、若手教員 1,089 人(31.8％)、中堅

教員 2,350 人(14.6％)、シニア教員 206 人(4.9％)であった。任期付き教員は自大学から雇用され

る教員は、若手教員 1，939 人(33.2％)、中堅教員 1,815 人(27.7％)、シニア教員 218 人（18.8％）

であった。若手教員については、自大学に任期付き教員として残り、他大学へ任期無し教員と

して異動する傾向がみられた。 

 

図 9 令和元年度の 18 大学における教員の年齢階層別前職 
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表 3 令和元年度の 18 大学における教員の年齢階層別前職 

 

 


